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第１章 達成しようとする目標 

 

１ 特定健康診査 

平成３５年度における特定健康診査の実施率は９０％と設定する。 

なお、この目標を達成するために、平成３０年度以降の実施率（目標）は次

のとおり設定する。 

平 成
30 年 度

平 成
31 年 度

平 成
32 年 度

平 成
33 年 度

平 成
34 年 度

平 成
35 年 度

国 の
参酌標準

組 合 員 97.0% 97.0% 97.0% 97.0% 97.0% 97.0%

被 扶 養 者 40.0% 44.7% 49.8% 55.2% 61.1% 67.3%

計 81.2% 83.0% 84.7% 86.5% 88.2% 90.0% 90%
 

 

２ 特定保健指導 

平成３５年度における特定保健指導の実施率は４５％と設定する。 

なお、この目標を達成するために、平成３０年度以降の実施率（目標）は次

のとおり設定する。 

平 成
30 年 度

平 成
31 年 度

平 成
32 年 度

平 成
33 年 度

平 成
34 年 度

平 成
35 年 度

国 の
参酌標準

積 極 的
支 援

13.1% 17.8% 22.7% 27.5% 32.3% 37.2%

動 機 づ け
支 援

20.3% 27.7% 35.0% 42.2% 49.4% 56.7%

計 15.9% 21.7% 27.5% 33.3% 39.1% 45.0% 45%
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第２章 特定健康診査等の対象者数 

 

１ 特定健康診査 

(単位：人、％)
平 成
30 年 度

平 成
31 年 度

平 成
32 年 度

平 成
33 年 度

平 成
34 年 度

平 成
35 年 度

特定健康診査の
対象(見込)者数

22,500 22,455 22,410 22,365 22,320 22,275

特定健康診査の
実施(見込)者数

21,825 21,782 21,738 21,695 21,651 21,607

実 施 率 97.0 97.0 97.0 97.0 97.0 97.0

特定健康診査の
対象(見込)者数

8,628 8,257 7,902 7,562 7,237 6,926

特定健康診査の
実施(見込)者数

3,451 3,694 3,937 4,177 4,419 4,660

実 施 率 40.0 44.7 49.8 55.2 61.1 67.3

特定健康診査の
対象(見込)者数

31,128 30,712 30,312 29,927 29,557 29,201

特定健康診査の
実施(見込)者数

25,276 25,476 25,675 25,872 26,070 26,267

実 施 率 81.2 83.0 84.7 86.5 88.2 90.0

区 分

組

合

員

被

扶

養

者

計

 

 

２ 特定保健指導 

(単位：人、％)
平 成
30 年 度

平 成
31 年 度

平 成
32 年 度

平 成
33 年 度

平 成
34 年 度

平 成
35 年 度

4,693 4,683 4,674 4,664 4,655 4,645
積 極 的 支 援 2,925 2,919 2,913 2,907 2,901 2,895
動機づけ支援 1,768 1,764 1,761 1,757 1,754 1,750

754 1,031 1,309 1,588 1,869 2,155
積 極 的 支 援 379 518 658 798 939 1,083
動機づけ支援 375 513 651 790 930 1,072

16.1 22.0 28.0 34.0 40.2 46.4
積 極 的 支 援 13.0 17.7 22.6 27.5 32.4 37.4
動機づけ支援 21.2 29.1 37.0 45.0 53.0 61.3

279 299 319 339 358 378
積 極 的 支 援 93 100 106 113 119 126
動機づけ支援 186 199 213 226 239 252

37 51 65 78 92 106
積 極 的 支 援 15 20 26 31 37 42
動機づけ支援 22 31 39 47 55 64

13.3 17.1 20.4 23.0 25.7 28.0
積 極 的 支 援 16.1 20.0 24.5 27.4 31.1 33.3
動機づけ支援 11.8 15.6 18.3 20.8 23.0 25.4

4,972 4,982 4,993 5,003 5,013 5,023
積 極 的 支 援 3,018 3,019 3,019 3,020 3,020 3,021
動機づけ支援 1,954 1,963 1,974 1,983 1,993 2,002

791 1,082 1,374 1,666 1,961 2,261
積 極 的 支 援 394 538 684 829 976 1,125
動機づけ支援 397 544 690 837 985 1,136

15.9 21.7 27.5 33.3 39.1 45.0
積 極 的 支 援 13.1 17.8 22.7 27.5 32.3 37.2
動機づけ支援 20.3 27.7 35.0 42.2 49.4 56.7

区 分

組

合

員

特定保健指導の対象(見込)者数

特定保健指導の実施(見込)者数

特定保健指導の実施率

被

扶

養

者

特定保健指導の対象(見込)者数

特定保健指導の実施(見込)者数

特定保健指導の実施率

計

特定保健指導の対象(見込)者数

特定保健指導の実施(見込)者数

特定保健指導の実施率
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第３章 特定健康診査等の実施方法 

 

１ 実施場所 

①特定健康診査 

ア．組合員 

共済組合及び所属所が契約する、総合健康診査実施機関（以下「総合健診

実施機関」という。）等において受診する。 

イ．被扶養者（任意継続組合員含む。以下同じ。） 

共済組合が他保険者と共同して特定健診機関等と集合契約を行い、契約す

る特定健康診査実施機関（以下「特定健診実施機関」という。）において受診

する。 

②特定保健指導 

共済組合が他保険者と共同して契約する保健指導機関等と集合契約を行い、

特定保健指導実施機関での実施を基本とする。 

 

２ 実施項目 

①特定健康診査 

ア．組合員 

特定健康診査の法定健診項目を含んだ総合健康診査を実施する。 

イ．被扶養者 

特定健康診査の法定健診項目を実施する。 

②特定保健指導 

特定健康診査検査結果に基づき、階層化し、特定保健指導の区分毎に保健指

導を実施する。 

 

３ 実施時期又は期間 

①特定健康診査 

年間を通じて１人につき年１回の健診受診を可能とする。 

②特定保健指導 

特定健康診査の検査結果に基づく階層化により、保健指導が必要な者に対し、

特定保健指導の利用券を交付し、保健指導実施機関で年間を通じて保健指導を

受けられる方法とする。 

なお、利用券面の有効期限表示は年度内の日付となっているが、６ヶ月後の

評価や継続的支援について年度を跨ぐ場合は、年度末で保健指導を終了せず、

６ヶ月後の評価時まで継続して保健指導を実施する。 

また、保健指導の初回利用後に組合員又は被扶養者の資格を喪失した者につ

いては、資格喪失後であっても６ヶ月後の評価時まで継続して保健指導を実施

する。 

③特定保健指導が終了していない者 
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特定保健指導実施中の被保険者及び被扶養者で、６ヶ月後の評価が年度内に

終了していない者は、原則として評価が終わった日以降に特定健康診査（翌年

度分）を受診する。 

 

４ 外部委託契約形態 

①特定健康診査 

ア．組合員 

共済組合及び所属所が、特定健康診査の法定健診項目を含んだ総合健康診

査の実施基準を満たした健診機関と個別契約を締結する。 

イ．被扶養者 

共済組合が、他保険者と共同し特定健診機関等（国が定める実施基準を満

たしている機関）と集合契約を締結する。 

②特定保健指導 

共済組合が、他保険者と共同し特定保健指導機関（市町村及び民間団体等）

と集合契約を締結する。 

 

５ 外部委託の選定に当たっての考え方 

①特定健康診査 

厚生労働省告示第１１号（平成２０年１月１７日）「特定健康診査及び特定

保健指導の実施に関する基準第１６条第１項の規定に基づき厚生労働大臣が定

める者」において定められている「特定健康診査の外部委託に関する基準」を

満たしている特定健診機関を選定する。 

また、被扶養者は、特定健診実施機関であれば、全国どこでも受診可能とな

るよう選定する。 

②特定保健指導 

厚生労働省告示第１１号（平成２０年１月１７日）「特定健康診査及び特定

保健指導の実施に関する基準第１６条第１項の規定に基づき厚生労働大臣が定

める者」において定められている「特定保健指導の外部委託に関する基準」を

満たしている特定保健指導機関を選定する。 

また、特定保健指導対象者は、特定保健指導実施機関であれば、全国どこで

も利用可能となるよう選定する。 

 

６ 周知や案内の方法 

①周知方法 

共済組合の広報誌及びホームページにて組合員や被扶養者に周知する。 

②受診案内の方法 

ア．組合員 

ａ）所属所への総合健康診査受診券送付時に案内する。 

ｂ）年度中に未受診者が所属する所属所に、未受診者名簿を送付し、受診勧

奨を実施する。 
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イ．被扶養者 

ａ）被扶養者（任意継続組合員及びその被扶養者を除く。）については、特

定健康診査受診券を所属所を通じて配付する際に案内する。 

また、任意継続組合員及びその被扶養者については、特定健康診査受診

券を直接配付する際に案内する。 

ｂ）未受診者への受診勧奨を年１回実施する。 

③受診券・利用券の配付方法 

ア．特定健康診査 

ａ）組合員にあっては、総合健康診査受診券を所属所を通じて配付する。 

ｂ）被扶養者（任意継続組合員及びその被扶養者を除く。）にあっては、特

定健康診査受診券を所属所を通じて配付する。 

ｃ）任意継続組合員及びその被扶養者にあっては、特定健康診査受診券を直

接配付する。 

ｄ）年度途中（当該年度の４月２日以降）に資格を取得した被扶養者（任意

継続組合員除く。）にあっては、当該年度中で共済組合の被扶養者の資格

を取得する日以前に、特定健康診査（特定健康診査の法定健診項目を含ま

れた健診含む。）を受診していない場合、被扶養者からの受診券発行申請

に基づき、特定健康診査受診券をｂ）又はｃ）により配付する。 

イ．特定保健指導 

ａ）特定保健指導が必要な組合員及び被扶養者（任意継続組合員除く。）に

あっては、所属所を通じて特定保健指導利用券を配付する。 

ｂ）特定保健指導が必要な任意継続組合員及びその被扶養者にあっては、直

接、特定保健指導利用券を配付する。 

 

７ 利用方法 

①特定健康診査 

ア．組合員 

総合健診実施機関に所属所を通じて受診申込みのうえ、総合健康診査受

診券を実施機関に提出して受診する。 

イ．被扶養者 

特定健診実施機関に直接申込みのうえ、特定健康診査受診券及び共済組

合組合員証又は共済組合被扶養者証を持参して受診する。 

②特定保健指導 

特定保健指導に該当する者は、特定保健指導実施機関に直接申込みのうえ、

特定保健指導利用券、共済組合組合員証又は共済組合被扶養者証及び特定健

康診査検査結果を持参して利用する。 

ただし、訪問型による特定保健指導を利用するにあたっては、共済組合に

申込みのうえ、特定保健指導実施機関に特定保健指導利用券を提出し、共済

組合組合員証又は共済組合被扶養者証を提示のうえ利用する。なお、訪問型
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を利用する場合にあっては、利用者の同意のうえ、特定健康診査検査結果を

共済組合から特定保健指導実施機関に提供することとする。 

 

８ 事業主健診等のデータ収集方法 

①総合健診 

特定健康診査検査結果については、健診機関からの電子媒体による提供を

基本とする。 

②事業者健診 

事業者健診等により受診した、特定健康診査対象の組合員の特定健康診査

検査結果については、所属所から個別に提供を受ける。 

③その他の健診 

特定健康診査の法定健診項目を含む健診を受診した、被扶養者の特定健康

診査検査結果については、被扶養者から個別に提供を受ける。 

 

９ 特定保健指導の対象者の抽出（重点化）の方法 

「標準的な健診・保健指導プログラム」記載の選定方法に準じて、指導対象

者を選定・階層化し、若年者を優先に絞込みをする。 

 

10 実施に関する毎年度の年間スケジュール 

通年実施し、年度後半は、来年度の契約準備などを行う。 

 

第４章 個人情報の保護 

 

１ 健診・保健指導データの保管方法や管理体制、保管等 

健診データを当共済組合の特定健診等システムに管理・保管する。 

 

２ 記録の管理に関するルール 

共済組合は、北海道市町村職員共済組合個人情報保護に関する規則を遵守す

る。 

共済組合及び委託された健診機関・保健指導機関は、業務によって知り得た

情報を外部に漏らさない。 

共済組合のデータ管理者は、事務局長とする。また、データの利用者は共済

組合の特定健康診査等事務に従事する職員に限る。 

外部委託に際しては、個人情報の厳重な管理や目的外使用の禁止、データ利

用の範囲・利用者等を契約書に明記するとともに、委託先の契約遵守状況を管

理する。 

 

第５章 特定健康診査等実施計画の公表・周知 

 

本計画の周知は、組合広報誌及びホームページに掲載する。 
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第６章 特定健康診査等実施計画の評価及び見直し 

 

当計画については、毎年、実施状況に基づき評価を行う。 

また、目標と大きくかけ離れた場合その他必要がある場合には見直すこととす

る。 

 

第７章 その他、特定健康診査等の円滑な実施を確保するために保険者が必要と認め

る事項 

 

その他特定健康診査等の円滑な実施の確保に必要な事項は、理事長が別に定め

る。 


